生活衛生豆知識№46

食品衛生法の営業者等

　食品衛生法により許可等の行政行為を行う場合の営業者について、他法令を含めての権限の根拠等を確認しておく必要があります。そこで、他法令を含めて営業者の権限の根拠等についてまとめました。

食品衛生法の営業者

１．食品衛生法第４条第８項

この法律で営業者とは、営業を営む人又は法人をいう。

２．雑誌「食品衛生」昭和４９年６月号

‥‥「人」とは、自然人を意味し、「法人」とは、自然人以外で、各種の法律により人格を付与した団体です。

食品衛生法では、営業の主体の人格については、なんらの制限はなく、個人であろうと、株式会社その他の法人であろうと、食品関係の営業を営むことができます。しかし、営業の主体の人格にかかわりなく、一様に本法の規制の対象とすべきことはもちろんです。いかなる形態によって営業を営む場合であっても、法第４条第８項項の「人」または「法人」のいずれかに該当するものであり、これ以外の場合はありません。

＊　未成年者の営業許可の取扱い（神奈川県の場合　昭和２８年８月２８日　公第４５９号　衛生部長通知）

法定代理人（親権者）が未成年者の営業を同意した場合のみ

自然人と法人

1． 自然人（個人）

法が権利能力を認める自然的生活体としての人間です。人間の集団または財産の集団に権利能力を認められる法人に対する語です。人間は出生から死亡に至るまで、等しく完全な権利能力を認められます（民法第３条）。外国人には例外として権利能力が制限されることがありますが、胎児は自然人ではないですが、例外として権利能力が認められることがあります（民法第７２１条、第８８６条など）。

２．法人（会社）

自然人以外のもので権利能力が認められるもの。

種類
‥‥法人は、公法人と私法人とに分けられ、後者は営利法人、公益法人、中間法人（特殊法人）に分けられます。このような法人は、いろいろな基準に基づいて分類されます。

設立‥‥法人は法律の規定によって設立し、自由設立は許されません（民法第３３条）。その設立については、特許主義、許可主義、準則主義などの立法主義があり、これらの主義を併用しています。公益法人には許可主義（民法第３４条、社団法人、財団法人、健康保険組合など）、営利法人（会社）には準則主義がとられ（会社法第１条）、特殊法人には特許主義（法律の制定）がとられます。民法上、社団法人の設立には定款の作成、財団法人の設立には寄付行為が必要です。

活動‥‥法人はその機関（理事会、社員総会、取締役会など）によって活動します。法人の代表機関（代表者：理事など）が法人の目的の範囲内で行った行為の効果は法人に帰属し、法人の機関が事業遂行上、他人に加えた損害は法人の不法行為として法人が賠償責任を負います（民法第４４条、会社法第３５０条、同法６００条ほか）。すなわち、法人はその目的の範囲内において権利能力を有し、代表機関を通じて行為能力、不法行為能力（責任能力）を有するわけです。

　　　　　

３．法人（会社）の代表者

法人（会社）を代表する者は、その法人の準拠法に基づき限定されます。法人の破産解散、代表者の死亡等の特別な場合を除き、法人の種類により、それぞれ、代表者としての権利能力を有します（民法第５３条、会社法第３４９条、同法第５９９条、農業協同組合法第３５条の３、消費生活協同組合法第４２条ほか）。

４．法人（会社）の住所

法人（会社）の住所は、その主たる事務所（本店）の所在地とされます（民法第５０条、会社法第４条）。

現在の会社法では、同一の営業目的で、同一の商号（会社名）を持つ会社が、隣接していても住所地が異なれば新規に登記できます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2008. 8.15 　Ｋ.Oikawa









